
被害想定作成例(百貨店①)
	被害種類と考慮すべき態様
（標準的な付与条件）
	番号
	被害想定
（被害の具体的事象）
	防火防災安全上の目標設定

	１．建物等の基本被害
・新耐震設計基準に適合の場合、建築構造の大きな被害は考慮しなくてよいものとする。
・耐震改修促進法の適用がある場合、その結果に基づき構造体の被害を想定する。
	1
	建物構造の被害を一部確認。柱・壁：７階壁にひびが入り小被害あり。床：現状使用を継続する上での問題なし。
	在館か建物外への避難の判断を〇〇分以内に下す。

	
	2
	※内装・外装・看板の一部が落下し、建物周囲に散乱する。
	散乱物による負傷者を出さない。

	
	3
	※複数の売り場で天井が落下する。照明器具も落下し破損。ガラス片が飛散し危険な状態となっている。
	散乱物による負傷者を出さない。

	２．建築設備等被害
・「建築設備耐震設計・施工指針」等に適合しない部位の損壊や機能停止を想定する。
・官庁施設の総合耐震計画基準」等に基づき機能維持が図られる場合を除き、何らかの機能停止が生ずることを想定する。
	4
	エレベーターが最寄階到着後に停止。使用不可。閉じ込め事故が２件計４名発生した。
	閉じ込め者を全員救出する。

	
	5
	※５～６階、７～８階間のエスカレーターん急停止により、顧客が転倒、落下により１０名の負傷者が発生した。
	転倒による負傷者を出さない。

	
	6
	ボイラー用の燃料タンクの配管から重油が漏洩。漏洩はあったが、着火源はなく火災には至らなかった。
	重油に着火させない。着火しても延焼拡大させない。

	３．避難施設等被害
	7
	※店舗フロアのうち４方向ある避難通路のうち、２経路が什器の転倒や商品の転落などにより塞がる。
	避難の混乱による負傷者を出さない。避難通路を確保する。

	
	 8
	非常用放送設備が断線により使用不能となり、防災センターからの避難誘導ができなくなる。
	設備の耐震診断、耐震強化を行う。放送設備の代替による避難誘導。

	
	9
	避難誘導灯の落下あり避難通路が確認できない。
	非常用電源の増強（全館内の顧客の避難）。漏洩はあったが、着火源はなく火災には至らなかった。

	４．消防用設備等
	10
	自動火災報知設備の感知器の脱落や配船が脱線し１０％の感知器が機能停止する。
	感知漏れを発生させない。

	
	11
	スプリンクラーの配管破裂、ヘッドの損傷によりスプリンクラーが作動しない。
	代替の設備での消火。


	
	12
	屋内消火栓設備が天井の落下、収容物の転倒落下により使用不能。
	代替の設備での消火。

	５．収容物等被害
	13
	※陶器やガラス商品等の落下により、破片が散乱。
	負傷者を出さない。

	
	14
	※家電製品、家具等転倒・落下・移動により顧客が２名と負傷と避難通路に障害。
	負傷者を出さない。避難通路を確保する。

	
	
	
	

	６．ライフライン等被害
	15
	振動により、受変電設備が移動し、機能せず。売り場の照度が確保できない。
	設備の耐震化を早急に行う。通信連絡を取れる環境を確保する。

	
	16
	電話が輻輳・途絶し、連絡が繋がらない。
	

	
	
	
	

	７．火災等の発生
	17
	飲食店の厨房で揚げ物中のてんぷら油が溢れ出る。着火はなかったが、１名やけどをする。
	設備の耐震化を早急に行う。負傷者を出さない。着火しても延焼拡大させない。

	
	
	
	

	
	
	
	

	８．人的被害
	18
	家具売り場で子供が転倒した什器の下敷きになる。
	転倒防止策の早期の見直し対応、負傷者の応急手当。

	
	
	
	


被害想定に基づく予防的対策事項と応急的対策事項（百貨店例①）
	被害種類と考慮すべき態様
（標準的な付与条件）
	番号
	対応行動の具体化


	
	
	応急的対策事項
	予防的事項

	１．建物等の基本被害
・新耐震設計基準に適合の場合、建築構造の大きな被害は考慮しなくてよいものとする。
・耐震改修促進法の適用がある場合、その結果に基づき構造体の被害を想定する。
	1
	応急判定士や建築技術者により、建物の損傷箇所を目視・確認する。
	耐震診断、耐震補強工事を行う。

	
	2
	顧客を建物周囲へ近づけない。
	立入り禁止措置範囲の事前把握。庇の設置検討。

	
	3
	顧客を近づけない。破片ガラスの片付け清掃。
	天井・器具・機器の固定及び振止め取付。

	２．建築設備等被害
・「建築設備耐震設計・施工指針」等に適合しない部位の損壊や機能停止を想定する。
・官庁施設の総合耐震計画基準」等に基づき機能維持が図られる場合を除き、何らかの機能停止が生ずることを想定する。
	4
	非常用インターホンにより負傷者有無の確認と状況説明を行う。エレベーター会社への連絡。
	エレベーター会社と復旧・救出フローの確認。（誰がどのように行うか）

	
	5
	使用禁止の処置を行う。「停止」表示を行う。
	エスカレーター会社と非常時の運用ルールを事前に確認。

	
	6
	配管工の手配と修理を行う。燃料の回収作業を行う。
	設計・施工業者による配管の耐震性の確認、耐震補強を行う。

	
	
	
	

	３．避難施設等被害
	7
	避難通路不可・代替避難通路の表示、バールによる避難障害物の除去。
	避難通路に面する部分の耐震補強を行う。

	
	8
	各売り場まで防災センターから連絡員を派遣する。
	非常用放送設備及び配線の耐震診断、耐震補強を行う。無線機、トランシーバー等による代替連絡手段の確保。

	
	9
	蛍光版・蛍光リング等による避難方向の表示。
	誘導灯及び配線の耐震診断、耐震補強を行う。

	４．消防用設備等
	10
	火災が発生していないか従業員等による確認の実施と防災センターへ被害状況の報告する。
	感知器及び配線の耐震診断、耐震補強を行う。（配線に余裕を持たせ、耐震性をる。）

	
	11
	火災が発生していないことを確認してから、制御弁を閉止する。
	制御弁室を確認しておく。１系統の防護範囲を確認しておく。

	
	12
	消火器、水バケツ等による消火及び防火区画を設定し延焼拡大を防止する。
	送水ポンプ等の耐震診断、耐震補強を行う。

	５．収容物等被害
	13
	大きな陳列棚や什器に近寄らない。
	吊下げ物、什器等の固及び振止め取付。

	
	14
	負傷者を応急救護室に搬送し、応急手当をする。
	棚に耐震補強を講じる。商品等の展示を重心が高くならないようにバランスよく収納する。


	
	
	
	

	６．ライフライン等被害
	15
	一定以上の照度を確保する。
	設備の耐震補強を講じる。各売り場に非常用照明器具を配置する。

	
	16
	各テナントから防災センターへ連絡員を派遣して情報を得る。
	衛星携帯電話を事前に購入する。

	
	
	
	

	７．火災等の発生
	17
	消火器による初期消火。
	厨房用自動消火設備の設置、点検を強化する。

	
	
	
	

	
	 
	
	

	８．人的被害
	18
	バール、ジャッキ等を活用し、応急救護班による救出を試みる。
	バール、ジャッキ等救出用具を準備する。AEDを設置する。
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